
平成 30 年 12 月 11 日 

都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準  

第４条 道路に関する技術基準 

新旧対照表（案） 

新 

（下線部分を改正） 

旧 

（下線部分を削除） 
備考欄 

 

1 

第４条 道路に関する技術基準（省略） 

 

１ （省略） 

２ 道路の定義 

この基準における用語の意義は、法、令、規則及び建築基準法等の関係法

令によるほか、次の各号に定めるところによる。 

(1)  （省略） 

ア （省略） 

  イ （省略） 

(ｱ)  （省略） 

(ｲ) 開発道路が設置されない場合における、当該開発区域に接する道

路（開発行為によって拡幅された部分を含む。） 

ウ 接続道路 令第 25 条第４号に規定される道路で、開発道路が接続す

るもの（開発行為によって拡幅された部分を含む。） 

エ （省略） 

(2)  （省略）   

３ 開発道路 

（省略） 

(1)  開発道路の幅員 

令第 25 条第２号の規定に基づき、主要な開発道路の幅員は、原則と

して予定建築物等の用途が住宅の敷地又は住宅以外の建築物若しくは第１

種特定工作物の敷地でその規模が 1,000 平方メートル未満のものにあって

は 6.0 メートル以上、その他のものにあっては 9.0 メートル以上とする。 

ただし、予定建築物等の用途が住宅の敷地については、令第 25 条第２号

括弧書きが適用される道路幅員は開発区域面積に応じて次のとおりとする

ことができる。（表省略） 

(2) （省略） 

(3) （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４条 道路に関する技術基準（省略） 

 

１ （省略） 

２ 道路の定義 

この基準における次の各号に掲げる用語の意義は、法、令、規則及び建築

基準法等の関係法令によるほか、当該各号に定めるところによる。 

(1)  （省略） 

ア （省略） 

  イ （省略） 

(ｱ)  （省略） 

(ｲ) 開発道路が設置されない場合における、当該開発区域に接する道

路（開発によって拡幅された部分を含む。） 

ウ 接続道路 令第 25 条第４号に規定される道路で、開発道路が接続す

る建築基準法第 42 条に掲げるもの 

エ （省略） 

(2)  （省略） 

３ 開発道路 

（省略） 

(1)  開発道路の幅員 

令第 25 条第２号の規定に基づき、主要な開発道路の幅員は、原則とし

て予定建築物等の用途が住宅の敷地又は住宅以外の建築物若しくは第１種特

定工作物の敷地でその規模が 1,000 平方メートル未満のものにあっては 6.0

メートル以上、その他のものにあっては 9.0 メートル以上とする。 

ただし、予定建築物等の用途が住宅の敷地については、令第 25 条第２号

括弧書きに適用される道路幅員は開発区域面積に応じて次のとおりとするこ

とができる。（表省略） 

(2) （省略） 

(3) （省略） 

(4) 標識の設置 

  開発道路には、次の基準により当該道路が開発許可に基づく道路である

旨の標識を設置すること。 

ア 標識の大きさ・材質等 

標識は、石製又は金属製で、縦８センチメートル、横 18 センチメート

ルの大きさとし、次のとおりの形状とすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

（削除） 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

開発道路 

18cm 

8cm 

厚さ 石製 2.5cm 以上、金属製 0.4cm 以上 
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平成 30 年 12 月 11 日 

都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準  

第４条 道路に関する技術基準 

新旧対照表（案） 

新 

（下線部分を改正） 

旧 

（下線部分を削除） 
備考欄 

 

2 

 

 

 

 

 

 

イ 標識の設置位置 

     標識は、開発道路の起点と終点付近の側溝上の道路側部分に設置する

こと。 

 

 

 

（削除） 
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平成 30年 12月 11日 

都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準 

第４条 道路に関する技術基準 

新旧対照表（案） 

新 旧 備考欄 
 

3 

４ 開発区域に接する道路 

（省略） 

(1)  開発区域に接する道路の幅員 

令第 25 条第２号の規定に基づき、開発区域に接する主要な道路の幅

員は、原則として予定建築物等の用途が住宅の敷地又は住宅以外の建築

物若しくは第１種特定工作物の敷地でその規模が 1,000 平方メートル未

満のものについては 6.0 メートル以上、その他のものについては 9.0 メ

ートル以上とする。ただし、予定建築物等の用途が住宅の敷地について

は、令第 25 条第２号ただし書きが適用される道路幅員は開発区域面積

に応じて次の表のとおりとすることができる。 

               ［令第 25 条第２号ただし書き適用基準］ 

開発区域面積 
住     宅 

側溝がある場合 側溝がない場合 

500 ㎡以上 1,000m2未満 

幅員が 3.6ｍ以上、かつ、

側溝等を含む全幅員が 4.0

ｍ以上 

4.0ｍ以上 

1,000m2以上 2,000m2未満 4.0ｍ以上（側溝等を除く） 4.0ｍ以上 

2,000m2以上 3,000m2未満 5.0ｍ以上（側溝等を除く） 5.0ｍ以上 

3,000m2以上 6.0ｍ以上（側溝等を除く） 6.0ｍ以上 

 

   （省略） 

(2)  （省略） 

(3)  （省略） 

 

４ 開発区域に接する道路 

（省略） 

(1)  開発区域に接する道路の幅員 

令第 25 条第２号の規定に基づき、開発区域に接する主要な道路の幅員

は、原則として予定建築物等の用途が住宅の敷地又は住宅以外の建築物

若しくは第１種特定工作物の敷地でその規模が 1,000 平方メートル未満

のものについては 6.0 メートル以上、その他のものについては 9.0 メー

トル以上とする。ただし、予定建築物等の用途が住宅の敷地について

は、令第 25 条第２号ただし書きに適用される道路幅員は開発区域面積

に応じて次の表のとおりとすることができる。 

［令第 25 条第２号ただし書き適用基準］ 

開発区域面積 
住     宅 

側溝がある場合 側溝がない場合 

500 ㎡以上 1,000m2未満 

幅員が 3.6ｍ以上あり、か

つ、側溝等を含む全幅員が

4.0ｍ以上 

4.0ｍ以上 

1,000m2以上 2,000m2未満 4.0ｍ以上 

（側溝を除く） 

4.0ｍ以上 

2,000m2以上 3,000m2未満 5.0ｍ以上 5.0ｍ以上 

3,000m2以上 6.0ｍ以上 6.0ｍ以上 

 

   （省略） 

(2)  （省略） 

(3)  （省略） 

  

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

平成 30年 12月 11日 

都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準 

第４条 道路に関する技術基準 

新旧対照表（案） 

新 旧 備考欄 
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５ 接続道路 

接続道路については次の各基準によるものとする。 

 

(1) 接続道路の幅員 

令第 25 条第４号の規定に基づき、接続道路の幅員は原則として予定建築物等の用途

が主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為の場合は 6.5 メートル以上、

その他の用途では 9.0 メートル以上とすること。 

ただし、開発区域の周辺の道路の状況によりやむを得ないと認められる場合、次の

いずれかに該当する道路は、令第 25 条第４号の「車両の通行に支障がない道路」とす

る。 

 

ア 主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為の場合であって、開発区域

面積に応じて表 1の幅員を有する道路 

イ 一戸建ての住宅（敷地の面積が 80 平方メートル以上のものに限る。）の建築の用

に供する目的で行う開発行為の場合であって、開発区域面積に応じて表２の幅員及

び車両等の待避区間を有する道路 

表１ 

開発区域面積 
住     宅 

側溝がある場合 側溝がない場合 

500 ㎡以上 1,000m2未満 

幅員が 3.6ｍ以上、かつ、側溝等を

含む全幅員が 4.0ｍ以上 

ただし、開発区域に面する部分は

4.0m 以上（側溝等を除く） 

4.0ｍ以上 

1,000m2以上 2,000m2未満 4.0ｍ以上（側溝等を除く） 4.0ｍ以上 

2,000m2以上 3,000m2未満 5.0ｍ以上（側溝等を除く） 5.0ｍ以上 

3,000m2以上 6.0ｍ以上（側溝等を除く） 6.0ｍ以上 

表２ 

開発区域面積 
（a）の区間 （b）の区間 

幅員 幅員 車両等の待避区間 

500 ㎡以上 2,000m2未満 5.0ｍ以上 2.7ｍ以上 35m 以内ごとに、車

両等の待避区間を有

すること 2,000m2以上 3,000m2未満 6.0ｍ以上 2.7ｍ以上 

3,000m2以上 6,000m2未満 6.5ｍ以上 3.6ｍ以上  

6,000m2以上 6.5ｍ以上 4.0ｍ以上 ―― 

(a) 接続道路のうち開発区域に接する区間 

(b) 接続道路のうち(a)の区間を除く、一以上の通り抜け道路に接する任意の交差点

までの区間 

（下図参照） 

※１ （a）の区間にある道路の幅員には、接続道路のうち開発行為によって拡幅され

た部分（以下「接続道路拡幅部分」という。）を含む。 

※２ 車両等の待避区間は、当該接続道路の区域内において小型四輪自動車（道路

運送車両法施行規則（昭和 26 年運輸省令第 74 号）別表第１に規定する小型自動

車で四輪のものをいう。）のうち最大のものがすれ違うことができるものとす

る。 

  図 

  

５ 接続道路 

接続道路については次の各基準によるものとする。 

 

(1) 接続道路の幅員 

令第 25 条第４号の規定に基づき、接続道路の幅員は原則として予定建築物等の用途

が主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為の場合は 6.5 メートル以上、

その他の用途では 9.0 メートル以上とすること。 

ただし、予定建築物等の用途が主として住宅の建築の用に供する目的で行う開発行

為の場合は、令第 25 条第４号括弧書きに適用される道路幅員は、開発区域面積に応じ

て次のとおりとすることができる。 

 

 

 

 

 

 

                 ［令第 25 条第４号括弧書き適用基準］ 

開発区域面積 
住     宅 

側溝がある場合 側溝がない場合 

500 ㎡以上 1,000m2未満 

幅員が 3.6ｍ以上あり、かつ、側溝

等を含む全幅員が 4.0ｍ以上 

ただし、開発区域に面する部分は

4.0m 以上（側溝を除く） 

4.0ｍ以上 

1,000m2以上 2,000m2未満 4.0ｍ以上 

（側溝を除く） 

4.0ｍ以上 

2,000m2以上 3,000m2未満 5.0ｍ以上 5.0ｍ以上 

3,000m2以上 6.0ｍ以上 6.0ｍ以上 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

（追加） 

 

（追加） 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

幅員：表２(b)参照 

(a)の区間 (b)の区間 

 

(b)の区間 

幅員：表２(a)参照 

開発区域（予定建築物の敷地） 開発区域（開発道路） 

開発区域（接続道路拡幅部分） 



都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準 

第４条 道路に関する技術基準 

  新旧対照表（案） 

新 旧 備考欄 
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６ 道路整備共通基準 

開発行為に伴う道路整備等については次の各基準によるものとする。 

なお、開発行為に伴って整備される道路が、本市に帰属する場合について

は、第４条第９項「道路の帰属」によるものとする。 

(1)（省略） 

(2)（省略） 

 ア（省略） 

 イ（省略） 

 ウ 側溝の構造 

開発行為に伴って整備される道路及び開発区域内の敷地には、雨水等を

有効に排水するための側溝（次の基準を標準とする。ただし、○印は最小

寸法とすること。）等を設け、その他周囲の状況に応じて周辺に溢水を生

じさせない措置を講じること。 

  （ア）（省略） 

  （イ）（省略） 

(3) 道路の安全対策等 

 前各号によるほか、開発行為に伴って整備される道路を利用する者の安

全かつ円滑な通行を図るために必要な措置を講じること。 

 特に開発区域の境界部分において隅角部が生じる場合は、接続道路拡幅

部分を利用する者の安全かつ円滑な通行に支障が生じないような措置（利

用する者の視線や通行を誘導するための設備の設置等）を行うこと。 

 

 (4) 標識 

  開発許可に基づく道路には、次の基準により当該道路が開発許可に基づ

く道路である旨の標識を設置すること。 

 ア 標識の大きさ・材料等 

標識は、石製又は金属製で、縦８センチメートル、横 18 センチメート

ルの大きさとし、次のとおりの形状とすること。 

 

 

 

イ 標識の設置位置 

 標識は次の位置に設置すること。 

(ｱ) 開発道路の起点と終点付近の側溝上の道路側部分。 

 

 

 

 

６ 道路整備共通基準 

開発許可に伴う道路整備等については次の各基準によるものとする。 

なお、開発道路が、本市に帰属する場合については、第４条第９項「道路

の帰属」によるものとする。 

(1)（省略） 

(2)（省略） 

  ア（省略） 

  イ（省略） 

ウ 側溝の構造 

   開発許可に伴って整備される道路及び開発区域内の敷地には、雨水等を

有効に排水するための側溝（次の基準を標準とする。ただし、○印は最小

寸法とすること。）等を設け、その他周囲の状況に応じて周辺に溢水を生

じさせない措置を講じること。 

  （ア）（省略） 

（イ）（省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（新設） 

 

（新設） 
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平成 30 年 12 月 11 日 

都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準 

第４条 道路に関する技術基準 

新旧対照表（案） 

新 旧 備考欄 
 

(ｲ)  接続道路拡幅部分の両端付近の側溝又は縁石上の部分。ただし、

接続道路拡幅部分の延長が短く１の標識により容易に開発許可に基づ

く道路であると視認できる場合は、片端とすることができる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７～９ （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７～９ （省略） 

（新設） 
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敷地側 道路側（接続道路拡幅部分） 

道
路
境
界
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標
識 

標識 

標識埋め込み（接続道路拡幅部分） 
18 ㎝ 
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都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準 

第８条 排水施設に関する基準 

新旧対照表（案） 

新 旧 備考欄 
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第８条 排水施設に関する基準（法第 33 条第１項第３号、令第 26 条、規則第 

22 条、第 26 条関連） 

［法第 32 条の同意協議担当部署：建設局下水道河川部施設管理課（許認可担

当）］ 

（省略） 

１～２（省略） 

３ （省略） 

（省略） 

(1)  （省略） 

(2)  （省略） 

ア （省略） 

(ｱ) （省略）  

(ｲ) 計画雨水量 

（省略） 

表８‐３‐１ 業態別の使用水量 （その１） 

（省略） 

（大阪市水道局「給水装置工事設計施行基準」平成 30 年 7 月版による） 

 

表８‐３‐２ 業態別使用水量 （その２） 

（省略） 

（2012 年度版 水道施設設計指針による） 

表８‐３‐３ （省略） 

表８‐３‐４ （省略） 

イ （省略） 

(3)  （省略） 

(4)  （省略） 

 

４～５ （省略） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第８条 排水施設に関する基準（法第 33 条第１項第３号、令第 26 条、規則第

22 条、第 26 条関連） 

［法第 32 条の同意協議担当部署：建設局管理部工務課（事業所担当）］ 

 

（省略） 

１～２（省略） 

３ （省略） 

（省略） 

(1)  （省略） 

(2)  （省略） 

ア （省略） 

(ｱ) （省略） 

(ｲ) 計画雨水量 

（省略） 

表８‐３‐１ 業態別の使用水量 （その１） 

（省略） 

（水道局給水装置工事設計施工基準平成 11 年 4 月版による） 

 

表８‐３‐２ 業態別使用水量 （その２） 

（省略） 

（空気調和衛生工学便覧 平成７年版による） 

表８‐３‐３（省略） 

表８‐３‐４ （省略） 

イ （省略） 

 (3)  （省略） 

(4)  （省略） 

 

４～５ （省略） 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



平成 30年 12月 11日 

都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準 

第９条 給水施設に関する基準 

新旧対照表（案） 

新 旧 備考欄 
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第９条 給水施設に関する基準（省略） 

（省略） 

１ （省略） 

２ （省略） 

(1) 給水施設設計の原則 

計画区域内の給水施設は、当該区域内の人口及び建築物等の用途によ

って想定される需要に対し、十分な供給能力をもつ配水管から適切な口

径で分岐すること。なお、工業用水道の使用及び使用中止を計画する場

合は、事前に水道局総務部お客さまサービス課と協議を行うこと。 

(2)  （省略） 

３ （省略） 

(1)  （省略） 

(2)  （省略） 

次に掲げるいずれかに該当する場合には、受水槽方式とすること。 

ア （省略） 

イ （省略） 

ウ 給水の制限又は配水管の断水時に際し、ある程度給水を持続する必要が

ある場合。（ホテル・医療施設等） 

エ （省略） 

(3)  （省略） 

(4)  （省略） 

(5)  （省略） 

(6)  （省略） 

(7)  （省略） 

４ （省略） 

 

上水道施設に関する事前協議事項 

（省略） 

 

給水装置工事の設計及び施工に際しては上記の事項に留意するとともに、大阪

市水道局「給水装置工事設計施行基準」を参照のこと。 

 

 

第９条 給水施設に関する基準（省略） 

（省略） 

１ （省略） 

２ （省略） 

(1) 給水施設設計の原則 

計画区域内の給水施設は、当該区域内の人口及び建築物等の用途によ

って想定される需要に対し、十分な供給能力をもつ配水管から適切な口

径で分岐すること。なお、工業用水道の使用及び使用中止を計画する場

合は、事前に協議を行うこと。 

(2)  （省略） 

３ （省略） 

(1)  （省略） 

(2)  （省略） 

次に掲げるいずれかに該当する場合には、受水槽方式とすること。 

ア （省略） 

イ （省略） 

ウ 給水の制限又は配水管の断水時に際し、ある程度給水を持続する必要が

ある場合。 

エ （省略） 

(3)  （省略） 

(4)  （省略） 

(5)  （省略） 

(6)  （省略） 

(7)  （省略） 

４ （省略） 

 

上水道施設に関する事前協議事項 

（省略） 

 

給水装置工事の設計及び施工際しては上記の事項に留意するとともに、大阪市

水道局「給水装置工事設計施工ガイドブック」を参照のこと。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（変更） 

 



平成 30年 12月 11日 

都市計画法に基づく開発許可制度に係る審査基準 

附則 

新旧対照表（案） 

新 旧 備考欄 
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附 則 

１ この審査基準は平成25年９月１日から施行する。 

２ この審査基準の施行の際、法第29条による開発許可申請を終えたものにつ

いては、なお従前の例による。 

３ 開発道路の整備等に関する技術基準（平成８年制定）は廃止する。 

附 則 

１ この審査基準は平成31年４月１日から施行する。 

２ この審査基準の施行の日前に、法第30条第１項又は法第35条の２第２項の

規定による申請がなされた開発行為に適用する審査基準については、なお従

前の例による。 

 

附 則 

１ この審査基準は平成25年９月１日から施行する。 

２ この審査基準の施行の際、法第29条による開発許可申請を終えたものにつ

いては、なお従前の例による。 

３ 開発道路の整備等に関する技術基準（平成８年制定）は廃止する。 

 

 

 

 

 

 

（追加） 

（追加） 

（追加） 

 




